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第第１１章章    計計画画のの策策定定ににああたたっってて  
 

１．計画策定の背景 

子どもは、まちの次の時代を担うかけがえのない存在であり、子どもが安心して育つこ

とができる環境、また、安心して子どもを生み育てることのできる環境を整備していくた

めには、社会全体で子育てを支えていくことが重要です。 

しかし、依然として少子化が進行する中、女性の社会進出に伴う低年齢時からの保育ニ

ーズの増大、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化を背景とした子育て不安を抱える

保護者の増加、児童虐待等子どもの権利を脅かす事件の増加など、子ども・子育てをめぐ

る課題は複雑・多様化しています。 

国では、これまで平成 15 年に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基づき、総

合的な取り組みを進めてきましたが、子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受け、

新たな支援制度を構築していくため、平成 22 年の「子ども・子育てビジョン」の閣議決

定、子ども・子育て新システム検討会議の設置を皮切りに、新たな次世代育成支援のため

の包括的・一元的なシステムの構築について検討が始まりました。 

その後、平成 24 年には、子育てしやすい環境を地域や社会全体で支援し構築すること

を目的とした「子ども・子育て関連 3 法」が制定されました。この 3法に基づいて、平成

27 年度から施行される新たな子育て支援の仕組み、「子ども・子育て支援新制度」では、

「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすとの考えを基本に、（１）質の高い幼児

期の学校教育・保育の総合的な提供、（２）保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善、

（３）地域の子ども・子育て支援の充実に取り組むこととなっています。 

皆野町では、平成 21 年度に「皆野町次世代育成支援行動計画（後期計画 2010～

2014）」を策定し、「子どもの豊かな心を育み、楽しく子育てができるまち」をめざして、

子どもや子育て家庭にやさしいまちづくりに取り組んできました。 

しかし、子ども・子育てを取り巻く環境が変化してきていることや、上記の社会情勢を

踏まえ、国の新制度に対応し、子どもの健やかな育ちと、子育てを社会全体で支援する環

境を整備することを目的に、「皆野町子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。 
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２．計画の位置づけ 

（１）計画の法的根拠 

本計画は、子ども子育て支援法第 61条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」

として策定するものです。 

 
 
（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第61条  市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村

子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。  
 

 

（２）関連計画との整合 

本計画は、次世代育成支援法に基づく「皆野町次世代育成支援行動計画」及び「市町村

における母子保健計画策定指針」に基づく「母子保健計画」を兼ねるととともに、町の最

上位計画である「皆野町総合振興計画」をはじめ、各種法律に基づく関連計画との整合、

連携を図ります。 

 

 

３．計画の期間 

計画の期間は、平成 27年度から平成 31 年度までの 5 年間とします。 

ただし、計画期間中においても、社会情勢の変化や子育て家庭のニーズに柔軟に対応す

るため、適宜計画の見直しを行うものとします。 

 

平成 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 年度 
          

皆野町次世代育成支援行動計画（後期計画）      

     皆野町子ども・子育て支援事業計画 
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第第２２章章  子子どどもも・・子子育育ててをを取取りり巻巻くく現現況況とと課課題題  
 

１．皆野町の概況 

（１）地理的状況 

皆野町は、埼玉県の西北、秩父郡の東北に位置し、東は東秩父村に、北は長瀞町と本庄

市に、南・西は秩父市にそれぞれ接しています。 

美の山をはじめ、500～1,000ｍ余りの山々に囲まれているほか、町の大部分は、山林・

原野で占められています。そのため、豊かな自然を有している本町では、隣接している市

町村とともに、首都圏からの手軽な観光地として位置しています。 

 

（２）人口 

本町の総人口についてみると、平成 22 年からの５年間は減少傾向となっており、平成

26 年時点で 10,567 人となっています。人口３区分の割合は、年少人口（０～14 歳）

は微減となっている一方で、老齢人口（65 歳以上）は増加傾向となっており、平成 25 年

以降３割を超えています。 
 

【総人口および年齢３区分別人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【年齢３区分別人口の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月 30 日現在） 

資料：住民基本台帳（各年４月 30 日現在） 

1,335 1,314 1,279 1,243 1,202

6,692 6,645 6,493 6,262 6,026
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平成 26 年の人口ピラミッドについてみると、男女ともに 60～64 歳が特に多くなって

います。世帯数は、年によって増減はみられるものの、概ね横ばいとなっている一方で、

１世帯当たり人員は減少傾向となっています。 
 

【人口ピラミッド】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（平成 26 年４月 30 日現在） 

 

 

【世帯数と１世帯当たり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 
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（人）
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出生と死亡についてみると、出生に対して死亡が上回って推移しており、平成 25 年時

点で出生は 72 人となっています。転入と転出は、転入に対して転出が上回って推移して

います。 

合計特殊出生率についてみると、平成 21年から平成 23 年までは 1.50台に達し、国・

県を上回っていたものの、平成 24 年では 1.29に落ち込んでいます。 
 

【出生と死亡】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【転入と転出】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 

 

【合計特殊出生率】 
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資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 

資料：埼玉県統計 
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２．教育・保育に関する状況 

（１）0 歳～14 歳人口 

０歳～14 歳人口についてみると、平成 22 年からの５年間は減少傾向にあり、平成 26

年時点で 1,202人となっています。内訳としては、０歳～２歳は平成 22 年から減少が続

いています。 
 

【０歳～14歳人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年４月 30 日現在） 

 

（２）就学前児童の状況 

保育園の利用人数についてみると、平成 24 年以降増加傾向となっています。内訳につ

いてみると、特に４～５歳の増加がみられます。 
 

【保育園の利用人数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：健康福祉課（各年５月１日現在） 
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幼稚園の利用人数についてみると、平成 22 年から５年間は概ね横ばいの傾向となって

いましたが、平成 26 年では 93 人に減少しています。 
 

【幼稚園の利用人数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校基本調査（各年 5 月 1 日現在） 

 

 

【各園の状況】 
 

区分 園 人数 

幼稚園 皆野幼稚園 93 人 

保育園 

明星保育園 120 人 

国神保育園 63 人 

他市町村 23 人 

 

資料：学校基本調査（平成 26 年 5 月 1 日現在） 
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定期的な教育・保育事業の利用についてみると、３歳未満では「利用していない」が７

割を超えているのに対し、３歳以上では「利用している」が約８割となっています。 

定期的に利用している事業は、３歳未満の現状の利用状況としては、「認可保育所（園）」

が 100.0％となっています。今後の利用意向としては、「認可保育所（園）」が６割、「幼

稚園」が４割を超えています。３歳以上の現状の利用状況としては、「幼稚園」と「認可保

育所（園）」がともに４割半ば程度、今後の利用意向でもそれぞれ約４割となっています。 
 

【定期的な教育・保育事業の利用】 

 

 

 

 

 

 

 

資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 

 

【定期的に利用している事業】 
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資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 
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（３）就学児童の状況 

児童生徒数についてみると、平成22年から平成26年にかけて減少傾向となっており、

平成 26 年５月時点で 754 人となっています。 

学童保育の利用人数についてみると、平成 24 年以降増加傾向となっており、平成 26

年５月時点で 114 人となっています。 
 

【児童生徒数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校基本調査（各年 5 月 1 日現在） 

 

 

【学童保育の利用人数内訳】 
 

小学 1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 5 年生 6 年生 総数 

平成 22 年 30 人 34 人 20 人 11 人 ５人 ３人 103 人 

平成 23 年 21 人 28 人 18 人 11 人 ０人 ４人 82 人 

平成 24 年 28 人 21 人 24 人 17 人 11 人 ０人 101 人 

平成 25 年 32 人 27 人 16 人 18 人 11 人 ６人 110 人 

平成 26 年 23 人 31 人 25 人 12 人 15 人 ８人 114 人 

 
資料：健康福祉課（各年５月１日現在） 
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３．家庭・地域の状況 

（１）家族の状況 

婚姻件数についてみると、平成 18 年の 55 件をピークに、平成 22 年にかけて概ね減

少傾向となっている一方、離婚件数は横ばいとなっており、平成 22 年時点で婚姻が 34

件、離婚が 16 件となっています。 

ひとり親世帯は、年によって増減がみられ、平成 22 年時点で母子世帯が 42 世帯、父

子世帯が３世帯となっています。 
 

【婚姻・離婚件数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

【ひとり親世帯】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 
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子育てを主に行っている人についてみると、「父母ともに」が半数を超えていますが、「主

に母親」も４割を超えています。 

日頃、子どもを見てもらえる親族・知人の有無については、「緊急時もしくは用事の際に

は祖父母等の親族にみてもらえる」が６割を超え最も高く、次いで、「日常的に祖父母等の

親族にみてもらえる」が４割半ばとなっています。 
 

【子育てを主に行っている人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 

 

 

【日頃、子どもを見てもらえる親族・知人の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 
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日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

45.7 

61.8 

1.0 

8.5 

3.5 

0.5 

0 20 40 60 80 

（%）（n=199）

父母ともに

主に母親

主に父親

主に祖父母

その他

無回答

54.3

43.3

0.8

0.4

0.8

0.4

0 10 20 30 40 50 60 

（%）（n=245）
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（２）就労の状況 

女性の就業率についてみると、出産・子育てを迎える人が多くなる 30 歳代前半を中心

に、一時的に就業率が低くなる「M 字曲線」を描いています。平成 17 年と平成 22 年で

比較してみると、25～29 歳では就業率が約６ポイント減少しています。 

就業者数は、全体的には、平成 12 年から平成 17 年までは減少傾向となっています。

５歳階級別にみると、20 歳代を中心に就業者数が減少しています。 
 

【女性の就業率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

 

【女性の就業者数の推移】 
 

 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 

15～19 歳 42 人 52 人 26 人 

20～24 歳 214 人 186 人 128 人 

25～29 歳 259 人 183 人 169 人 

30～34 歳 183 人 220 人 155 人 

35～39 歳 190 人 204 人 230 人 

40～44 歳 246 人 217 人 220 人 

45～49 歳 363 人 257 人 227 人 

50～54 歳 326 人 343 人 241 人 

55～59 歳 205 人 290 人 308 人 

60～64 歳 145 人 132 人 214 人 

65 歳以上 196 人 216 人 207 人 

合計 2,369 人 2,300 人 2,125 人 

 
資料：国勢調査 

18.3 

64.8 

74.4 

62.3 
68.2 70.7 71.4 

73.4 

63.3 

33.8 

31.0 

12.7 
9.5 

4.1 1.1 

11.9 

63.7 
68.4 

62.8 
69.9 

74.8 76.7 

68.5 

66.7 

46.8 

24.2 

19.2 

6.3 

5.2 
1.9 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

（％）

平成17年 平成22年
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就業状況についてみると、「フルタイム」が父親では９割以上であるのに対し、母親では

２割程度となっています。また、母親では「以前は就労していたが、現在は就労していな

い」が３割半ばと多くなっています。 

育児休業を「取得した（取得中である）」は、母親では３割を超えている一方で、父親で

は１％未満となっており、「取得していない」が８割半ばとなっています。 
 

【就労状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 

 

【育児休業の取得状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 

 

 

 

 

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

22.0

5.7

28.2

2.0

36.3

3.7

2.0

94.3 

0.0 

0.4 

0.0 

0.9 

0.0 

4.4 

0 20 40 60 80 100 

（%）（n=245）

母親 父親

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

49.4

30.2

15.5

4.9

0.8 

0.8 

85.3 

13.1 

0 20 40 60 80 100 

（%）
（n=245）

母親 父親
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（３）子育ての状況 

子育てをする上で、気軽に相談できる人・場所についてみると、「いる／ある」は９割を

超え高くなっていますが、「いない／ない」もわずかにみられます。 

相談相手・場所としては、「祖父母等の親族」が最も高く、次いで「友人や知人」となっ

ており、それぞれ８割を超えています。 
 

【相談相手・場所の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 

 

 

【相談相手・場所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 

いる／ある

96.0%

いない／ない

3.5%
無回答 0.5%

（n=199）

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（子育て支援センター等）・NPO

保健所・保健センター

保育所（園）

幼稚園

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

自治体の子育て関連担当窓口

その他

無回答

87.4 

81.2 

9.4 

15.2 

6.3 

31.4 

22.5 

0.5 

8.4 

2.6 

1.6 

0.0 

0 20 40 60 80 100 
（%）（n=191）
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皆野町は、「子育てをしやすいところ」だと思うかについてみると、「そう思う」と「ど

ちらかというとそう思う」を合わせた『そう思う』は８割を超えていますが、「どちらとも

いえない」が１割程度みられます。 

子育てをする上で心配なことや気になることについてみると、「子どもの教育に関するこ

と」が約５割、「子どもの発育や成長に関すること」と「子どもの友だちやいじめに関する

こと」が約４割となっています。 
 

【皆野町は子育てをしやすいところだと思うか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 

 

【子育てをする上で心配なことや気になること】 

 

 

 

 

 

 

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

そう思わない

どちらともいえない

無回答

43.3

40.4

0.8

2.9

11.4

1.2

0 10 20 30 40 50 

（%）（n=245）

子どもの発育や成長に関すること

子どもの教育に関すること

子どもの友だちやいじめに関すること

子どもとの接し方がわからないこと

子どもとの時間が十分にとれないこと

子どもに手をあげたり叱りすぎてしまうこと

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこと

子育てに関して配偶者等の協力が少ないこと

子育てに関して職場の理解が得られないこと

子育てにかかりっきりで疲れてしまうこと

特にない

その他

無回答

40.0

49.8

39.6

4.5

25.3

13.1

3.7

9.0

3.7

7.8

14.7

3.3

3.7

0 20 40 60 

（%）（n=245）

資料：皆野町子育てに関するアンケート調査（平成 25 年 11 月実施） 
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第第３３章章  計計画画のの基基本本理理念念とと基基本本的的なな視視点点  
 

１．子ども・子育ての基本理念 

皆野町は、これまでに、「子どもの豊かな心を育み、楽しく子育てができるまち」をスロ

ーガンに、子どもの豊かな心を育むことができるよう、地域活動やコミュニティ活動など

を基盤に、豊かな地域づくりを推進してきました。 

また、新たにできた子ども・子育て支援法では「すべての子どもの健やかな成長」を実

現させるための社会をつくることを目的として、行政及び地域全体が一体となって子育て

支援施策に取り組んでいくことが定められています。 

このことから、皆野町に住む子どもたちが、「健やかに」、「豊かな心を育み」ながら育ち、

保護者も子育てを楽しく感じることができるよう、町全体が、子ども及び子育て中の親を

見守り、手を差し伸べることができる環境をつくることを目的に、本計画の基本理念を掲

げます。 
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２．基本目標 

（１）子どもへの支援 ～子どもの育ちを支援する～ 

子どもが心身ともに健やかに成長できるよう、乳幼児健康診査等の実施により、乳幼児

期から発育・発達の状況を確認に努めるほか、保健対策事業や小児医療体制の充実を図り

ます。また、特に支援が必要な子育て家庭への支援・見守りを充実させ、児童虐待等の深

刻な課題を抱える家庭への支援ネットワークづくりを進めるとともに、子どもや保護者の

交流を促進します。 
 

 

（２）家庭への支援 ～子育て家庭への教育・保育環境を整える～ 

子ども・子育て支援新制度に基づき、子育て家庭のニーズに応じて幼児期の教育・保育

を一体的に提供できる環境の整備、地域の実情に応じた子育て支援サービスの充実を図り

ます。また、各家庭の適切な生活習慣の確立や、男女共同による子育てを支援することで、

保護者も親として成長していく「親の育ち」の過程を支援します。 
 

 

（３）地域力の向上 ～子どもや家庭を地域で支える～ 

子どもの育ちを社会全体で支援するため、地域活動や交流を通して、住民一人ひとりの

地域で子どもを育む意識を高めるとともに、地域における子育て支援ネットワークづくり

を進めます。また、すべての子育て家庭が安心して暮らせるよう、生活環境の整備や、子

どもを犯罪等から守り、子育てにやさしいまちづくりを進めます。 
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３．施策の体系 

子ども・子育ての基本理念の実現に向け、基本目標ごとに施策を体系化し、総合的な推

進を図ります。 

 

子ども・子育ての基本理念【案】 
 

子どもが健やかで豊かな心を育み、楽しく子育てできるまち 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．家庭への支援 

 
 

１．子どもへの支援 

基本目標 基本施策の展開 

（１） 子どもの権利の尊重 

（２） 遊びと体験 

（３） 健康 

（４） 保育環境 

（５） 学齢期の環境整備 

（１） 多様な教育・保育サービス 

（２） 子育て家庭支援 

（３） 男女共同による子育て 

（４） 多様な保育サービス 

（５） 母子保健 

 

３．地域力の向上 

（１） ワーク・ライフ・バランスを支援する就労環境 

（２） 地域教育力の育成 

（３） 育児を支えるまちづくり 
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４．教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画において、「教育・保育」、「地

域子ども・子育て支援事業」を提供する区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定

め、当該区域ごとに「量の見込み」、「確保の内容」、「実施時期」を定めることとされてい

ます。 

教育・保育提供区域の設定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的

条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況、そ

の他の条件を総合的に勘案するとともに、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より

容易に移動することが可能な区域を定めることとなっています。その際、教育・保育提供

区域は、地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となることを踏まえて

設定する必要があります。 

本町においては、効率的な資源の活用を可能とし、町内のニーズを柔軟に吸収できるよ

う、教育・保育提供区域を１区域（全町）とします。 

 

 
 

【区域設定の際のポイント】 

○地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状

況その他の条件を総合的に勘案する。 

○小学校区単位、中学校区単位、行政区単位等、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅か

ら容易に移動することが可能な区域を定める必要がある。 

○区域は、地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となることを踏まえて設定

すること。 

○区域は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域設定とすることが基本

となる。 

○一方、区域は、需要調整の判断基準となること等から、就学前児童の区分（＝認定区分）ごと、地

域子ども・子育て支援事業ごとに、教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の広域利

用の実態が異なる場合には、実態に応じて、区分又は事業ごとに設定することができる。 
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第第４４章章  基基本本施施策策のの展展開開  
 

１．子どもへの支援 

（１）子どもの権利の尊重 

子どもの権利が守られ、子どもへの虐待を防止するため、地域社会で連携し情報の共有

や対応体制の強化に努めます。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①子どもの権利

条約の普及 

子育て支援に関わる方々を対象に研修・講演会等を実施し、

子どもの権利条約について啓発を行います。 

今後は子育て支援に関わる方々と連携し研修会を行ってい

くことで、さらなる普及に努めます。 

健康福祉課 

②虐待防止ネッ

トワークによ

る見守り 

子どもへの虐待を未然に防止するため、子育て支援、見守

りの強化を重点に事業を行います。また、年に１回要保護児

童対策地域協議会を開催し、必要な情報交換を行うとともに、

要保護児童に対する支援等を協議や調整を行います。 

今後、子育て支援に関わる方々と連携し研修会を行ってい

くとともに、民生委員・児童委員や学校、児童相談所、警察

等の関係機関と連携を密にし、児童虐待への適切な対応に努

めます。 

健康福祉課 

 

 

 

 

 



21 

 

（２）遊びと体験 

さまざまな体験活動や遊びを通して、子どもたちが心身ともに健やかに成長することが

できるよう、環境づくりに努めます。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①体験・交流活

動の促進 

小・中学生にさまざまな体験活動を経験してもらう「埼玉

の子ども 70万人体験活動」の各校の取り組みを支援します。

また、農業体験を行う「学校ファーム」のほか、幼保小中の

児童生徒、教員レベルの交流を図ります。 

体験・交流活動については円滑に推進されているが、活動

の質的な維持向上を図るために、今後も各学校の取り組みを

支援していきます。 

教育委員会 

②遊び場の整備 

子どもたちが安全に安心して遊べる環境をつくるため、子

ども公園を整備します。 

幼児用の遊具、大型の遊具を設置し、幅広い年齢層の子ど

もの身体能力の向上が図れるよう、より楽しく遊べる公園の

実現に向け整備を進めます。 

健康福祉課 

子どもたちが豊かな自然の中で工夫して遊べるよう、自然

体験等の取り組みの推進を検討します。 
健康福祉課 

③放課後の子ど

もの居場所づ

くりの充実 

国では、「放課後子ども総合プラン」に基づき、すべての児

童が安心して過ごし、さまざまな活動を行うことができる場

の整備が求められています。 

本町では、関係機関等と情報を共有し、新たな活動の場の

必要性も含めた提供の在り方について、検討を図ります。 

健康福祉課 
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（３）健康 

保健・医療等の充実を図り、子どもの健全な成長を支援します。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①乳幼児健康診

査等の充実 

乳児健診、1 歳 6 か月時児健診、3 歳児健診を通して、乳

幼児期の発育・発達状況の確認に努めています。未受診者に

は後日電話等で受診を勧奨したり、訪問等で状況や所在の確

認を行っています。また、児童虐待予防対策として、4 か月

健診時に母親を対象に子育てアンケートを実施しています。

さらに、月齢ごとの発達状況を確認するために、医師、歯科

医師、保健師だけでなく、専門職種（理学療法士・管理栄養

士・言語聴覚士・臨床心理士）等がスタッフとして参加して

いるほか、子どもの就学に向け、発達障害等の相談に対応す

るため、5歳児相談を行っています。 

子どもの健やかな成長・発達のため、今後も個別に対応す

るなどきめ細やかな健診を継続していきます。 

健康福祉課 

②食育の推進 

妊娠期から乳幼児期にかけて、両親学級、乳幼児健診、育

児相談等で保護者を対象に指導を行っています。就学後は、

夏休みに３歳児から小学生を対象に親子料理教室を開催して

います。 

学校保健と連携し、子どもの生活習慣病予防に向け取り組

みを継続していきます。 

健康福祉課 

③思春期保健 

対策の推進 

皆野中学校にて、年１回性教育（性と生の教育）を行って

います。 

今後も学校と連携を図り、小学校から中学校へ計画的な健

康教育の充実に努めます。 

健康福祉課 

④医療の充実 

産科可能な医療機関１か所、救急医療体制（２次救急対応

医療機関 3病院）1 市 4町、ちちぶ医療協議会として秩父地

域の地域医療対策に取り組んでいます。 

今後も 1 市4 町ちちぶ医療協議会として、秩父地域の地域

医療対策の充実を図ります。 

健康福祉課 

健康・医療のさまざまな相談に対し、24時間体制で医師や

看護師など専門家が応える「みなの健康ダイヤル24」の利用

を促進します。（町民対象の無料医療相談となります） 

 

⑤スポーツ・レ

クリエーショ

ン活動の振興 

月 2 回、ハッピー体操（遊びの教室）を実施しています。 

今後も児童のスポーツ・レクリエーション活動の充実を図

ります。 

健康福祉課 
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（４）保育環境 

適切な施設整備により子どもたちの教育・保育環境の充実を図ります。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①保育園や幼稚

園などの整備 

老朽化により、保育園舎外壁にクラックや剥離がみられる

ことから、外壁修繕を行い躯体の劣化を防ぐなど、安心して

子どもが過ごせる施設の整備に取り組んでいます。 

耐震診断が済んでいない園舎があるため、今後さらに安全

安心の保育環境づくりを推進します。 

健康福祉課 

施設整備については、フェンスの修繕等の安全対策の徹底

や、園内施設や遊具の点検整備等を計画的に進めています。

また、安全に保育できるよう、幼稚園、保育室用の空調設備・

設置を行っています。 

施設の老朽化等に係る施設の整備や更新を計画的に実施

し、安全安心な園の環境整備を継続していきます。 

教育委員会 
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（５）学齢期の環境整備 

さまざまな教育や活動を通して、子どもの心身ともに健やかな成長を促進します。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①学童保育所の

充実 

放課後の児童の生活の場として、学童保育所の充実に努め

ています。利用申し込み方法を工夫するなど、より保育が必

要な児童が利用できるようにしています。また、障害児の受

け入れも行います。 

平成 22 年度に、国神学童保育所を開設しており、今後も

ニーズをとらえ、施設の充実を図ります。 

健康福祉課 

②特色ある教育

の推進 

各校、園において地域人材を活用した保育、授業を計画的

に実施しています。小学校の外国語活動、中学校の英語科に

おいて、ALT によるネイティブの英語にふれる環境をつくっ

ています。 

各校の地域人材の活用事業による取り組みの支援を継続す

るとともに、地域人材の高齢化による講師の減少に対し、人

材発掘への支援を行います。 

教育委員会 

③小・中高校生

と乳幼児の交

流促進 

小中学校において、教育課程の中に体験活動やボランティ

ア活動を取り入れ、幼稚園や保育園での交流を行っています。 

今後も継続的に交流が図れるよう、各校の取り組みを支援

します。 

教育委員会 

④いじめ・不登

校への取組み

の強化 

いじめ防止対策基本方針を設定し、児童生徒が安心して学

校生活を送れる環境づくりを推進しています。「さわやか相談

室」についても、生徒との相談活動の場として定着しており、

各小学校への相談活動を推進しています。 

適応訓練を行う「学校適応教室」の設置については、各校

の生徒指導、教育相談体制にゆだねているため、不登校０に

向けて今後より一層の支援を充実させます。 

教育委員会 

⑤特別支援教育

の充実 

全小中学校に特別支援学級を設置するとともに、研修を行

い教職員の指導、支援の技術の向上を図っています。「支援籍」

学習等の交流学習に取り組んでいます。 

今後、健康福祉課や、就学前障害児施設等との連携をより

一層強化し、早期からの支援体制を充実させていく。また、

キャリア教育の観点からも、進路指導の充実も図ります。 

教育委員会 
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２．家庭への支援 

（１）多様な教育・保育サービス 

事業概要 

子ども・子育て支援新制度による事業は、大きく「子ども・子育て支援給付」と「地域

子ども・子育て支援事業」の２つに分かれます。これらの事業の需要量の見込みや、その

確保の方策について定めます。 

 

■子ども・子育て支援制度の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、子ども子育て支援給付については、子どもの年齢や保育の必要性の状況を鑑みて、

次の３区分にそれぞれ認定し、学校教育・保育を提供することとなります。 
 

■認定区分と提供施設 

認定区分 提供施設 

１号 ３－５歳、幼児期の学校教育のみ 幼稚園、認定こども園 

２号 ３－５歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園 

３号 ０－２歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園、地域型保育 

１．子ども・子育て支援給付 
 

２．地域子ども・子育て支援事業 
 

①時間外保育事業 

②放課後児童健全育成事業 

③子育て短期支援事業 

④地域子育て支援事業 

⑤一時預かり事業 

⑥病時･病後児保育事業 

⑦ファミリー・サポート・センター事業 

⑧利用者支援に関する事業【新設】 

⑨実費徴収に係る補足給付を行う事業【新設】 

⑩多様な主体が本制度に参入することを促進

するための事業【新設】 

⑪乳児家庭全戸訪問事業 

⑫養育支援訪問事業及び要保護児童対策地

域協議会その他の者による要保護児童に対

する支援に資する事業 

⑬妊婦健診 

 

施設型給付 

 認定こども園 

 幼稚園 

 保育所 

地域型保育給付 

 小規模保育 

（定員は 6人以上 19人以下） 

 家庭的保育 

（保育者の居宅等において保育を行
う。定員は 5人以下） 

 居宅訪問型保育 

（子どもの居宅等において保育を行う） 

 事業所内保育 

（事業所内の施設等において保育を行
う） 
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教育・保育の量の見込み及び提供体制 

平成 27 年度時点の定員数では、372 名（保育園２か所、幼稚園１か所）の提供体制が

あり、量の見込みを満たすことが可能です。 

しかし、今後は需要の高まりがみられた場合、弾力的な運用を図るなど適切な提供体制

の確保に努めます。 
 

■教育・保育：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 
 

（単位：人） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 号 
（教育のみ） 

2 号 3 号 1 号 
（教育のみ） 

2 号 3 号 1 号 
（教育のみ） 

2 号 3 号 

（保育の必要性あり） （保育の必要性あり） （保育の必要性あり） 
3-5 歳 0 歳 1・2 歳 3-5 歳 0 歳 1・2 歳 3-5 歳 0 歳 1・2 歳 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 
97 122 18 70 87 113 17 70 88 112 16 70 

②確保の 

内容 

認定こども園 

幼稚園 

保育所 

町内 192 96 16 68 192 96 16 68 192 96 16 68 

秩父市 1 9 3 3 1 9 3 3 1 9 3 3 

長瀞町 3 11 0 3 3 11 0 3 3 11 0 3 

地域型保育事業   0 0   0 0   0 0 

③他市町村からの受入数 0 18 3 18 0 18 3 18 0 18 3 18 

②－①－③ 99 ▲24 ▲2 ▲14 109 ▲15 ▲1 ▲14 108 ▲14 0 ▲14 

 

（単位：人） 

平成 30 年度 平成 31 年度 

1 号 
（教育のみ） 

2 号 3 号 1 号 
（教育のみ） 

2 号 3 号 

（保育の必要性あり） （保育の必要性あり） 
3-5 歳 0 歳 1・2 歳 3-5 歳 0 歳 1・2 歳 

①量の見込み 

（必要利用定員総数） 
85 110 16 69 84 109 16 68 

②確保の 

内容 

認定こども園 

幼稚園 

保育所 

町内 192 96 16 68 192 106 16 80 

秩父市 1 9 3 3 1 9 3 3 

長瀞町 3 11 0 3 3 11 0 3 

地域型保育事業   0 0   0 0 

③他市町村からの受入数 0 18 3 18 0 17 3 18 

②－①－③ 111 ▲12 0 ▲13 112 0 0 0 
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地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び提供体制 

① 時間外保育事業 

保育事業を利用している乳幼児の保護者が、就労時間の延長などにより通常の保育時間

を超える保育が必要な場合、保育所での保育時間を延長して預かりを行う事業です。 

時間外保育事業については、現在町の全認可保育園で 18 時以降の延長保育を実施して

おり、平成 25 年度の利用実績は 105人であることから、今後の見込み量に対する提供体

制は十分に確保できています。引き続き、利用者のニーズに応えながら、適切な提供体制

の確保を図ります。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 100 人 94 人 93 人 91 人 89 人 

②確保の内容 100 人 94 人 93 人 91 人 89 人 

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

 

 

② 放課後児童健全育成事業 

昼間、保護者がともに働いていたり病気や家族の看護などにより、家庭で保育できない

小学生を保護者に替わって保育をする事業です。 

放課後児童健全育成事業を実施しているのは２か所となっており、今後は需要の高まり

が見られた場合、弾力的な運用を図るなど適切な提供体制の確保に努めます。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 

低学年 76 人 76 人 76 人 76 人 76 人 

高学年 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

小計 106 人 106 人 106 人 106 人 106 人 

②確保の内容 106 人 106 人 106 人 106 人 106 人 

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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③ 子育て短期支援事業 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児

童を対象に、児童養護施設など保護が適切に行うことができる施設において、必要な保護

を行う事業です。 

現在、子育て短期支援事業の実施施設はありませんが、広域的な提供体制を検討してい

きます。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 ３人日 ３人日 ３人日 ３人日 ２人日 

②確保の内容 ３人日 ３人日 ３人日 ３人日 ２人日 

②－① ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

 

 

 

④ 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

地域子育て支援拠点事業については、明星子育て支援センター「きらきらクラブ」で事

業を実施しています。毎週月曜と金曜の午前中は国神保育園の園庭を開放するなど、施設

等を有効活用し事業を実施していることから、今後の見込み量に対する提供体制は確保で

きています。引き続き、利用者のニーズに応えながら、適切な提供体制の確保を図ります。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 522 人回 519 人回 507 人回 496 人回 484 人回 

②確保の内容 522 人回 519 人回 507 人回 496 人回 484 人回 

②－① ０人回 ０人回 ０人回 ０人回 ０人回 
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⑤ 一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間

において、幼稚園、保育園、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、

必要な保護を行う事業です。 

一時預かり事業については、利用者ニーズに応えながら適切な提供体制の確保に努めま

す。 
 

■幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 152 人日 144 人日 145 人日 140 人日 132 人日 

②確保の内容 152 人日 144 人日 145 人日 140 人日 132 人日 

②－① ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

 

■その他 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

②確保の内容 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

②－① ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 

 

 

 

⑥ 病児・病後児保育事業 

病児について、病院・保育園等に付設された専用スペース等において、保護者が就労・

病気等のやむを得ない理由のため、一時的に保育を必要とする場合に保育を行う事業です。 

病児・病後児保育事業は、広域的な提供体制を検討していきます。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 69 人日 65 人日 65 人日 63 人日 62 人日 

②確保の内容 69 人日 65 人日 65 人日 63 人日 62 人日 

②－① ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 ０人日 
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⑦ ファミリー・サポート・センター事業 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援

助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関す

る連絡、調整を行う事業です。 

今後、地域全体で子育て家庭を支援していくため、センターの PR と利用しやすい事業

となるよう取り組みます。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 １人日 ２人日 ３人日 ４人日 ５人日 

②確保の内容 ５人日 ５人日 ５人日 ５人日 ５人日 

②－① ４人日 ３人日 ２人日 １人日 ０人日 

 

 

 

⑧ 利用者支援事業 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情

報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する

事業です。 

利用者支援事業については、子ども・子育て支援に関する相談援助、情報提供等を行う

ことで、個々の状況にあった施設や事業を円滑に利用できるよう、健康福祉課窓口での対

応を充実させます。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

②確保の内容 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 
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⑨ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

世帯の所得状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用

品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用等を助成する事業です。 

今後、必要に応じて実施を検討していきます。 

 
 
 

⑩ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

特定教育・保育施設への民間事業者の参入の促進の調査研究、多様な事業者の能力を活

用した特定教育・保育施設等への設置、運営を促進するための事業です。 

今後、多様な主体による事業展開について促進を図ります。 

 
 



32 

 

（２）子育て家庭への支援 

子育て家庭の実態の把握に努めるなど、家庭教育の充実を図ります。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①家庭教育の 

充実 

家庭教育学級事業や、各校、園の PTA 活動や就学時健康診

断、入学説明会等あらゆる機会を通じて、家庭教育の充実に

ついて啓発を行います。また、アンケートや懇談会等におい

て、基本的生活習慣の重要性についても、実態把握や改善へ

の啓発を行います。 

PTAや地域の教育力の向上に向け、幼・小・中の連携を強

化し、家庭教育、地域教育のより一層の充実を図ります。 

教育委員会 

②障害児等保育

の充実 

障害児保育を実施する園へ補助金を交付します。また、臨

床心理士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などが巡回

し、保育士等に対して発達障害が疑われる子どもの対応につ

いて助言や支援を行い、必要に応じて親への育児相談・支援

を行い、診療や療育につなげます。 

今後より一層保育園・幼稚園や関係機関と連携を図り、充

実を図ります。 

健康福祉課 

③経済的援助の

充実 

幼稚園において、多子家庭への保育料の減免を実施します。

小・中学校については、就学援助制度として経済的な理由に

よる児童・生徒の学校の費用困窮者に学用品・給食費等の一

部を援助します。 

今後は、保育園保育料の第 3 子以降の無料化や医療費の窓

口払い廃止（現物給付化）の実施など、経済的負担軽減の取

り組みの充実を図ります。 

健康福祉課 

教育委員会 

④外国人の子ど

も・家庭への

支援 

経済的な支援について、個別のケースに応じて支援できる

よう、関係機関と支援を行います。 

今後はより迅速な対応ができるよう、関係機関との連携を

より一層強化します。 

健康福祉課 

教育委員会 

 
 



33 

 

（３）男女共同による子育て 

男女が協力して子育てに取り組むことができるよう、広く町民への啓発を行うとともに、

父親の子育てへの参加を促進します。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①男女共同参画

による子育て

意識の醸成 

男女共同による子育てを促進するため、広報誌への情報掲

載やパンフレットの配布による啓発を行います。 

今後も町ホームページや、広報誌を活用した PR を推進し

ます。 

健康福祉課 

②父親の子育て

参加の促進 

妊婦アロマカフェをパパママ学級として実施するなど、父

親の子育ての参加を促進します。 

父親参加型のイベント等、ニーズを捉えより一層の充実を

図ります。 

健康福祉課 

 
 
 

（４）母子保健 

妊娠期などの早期から出産後も母子の健康を守り、子どもの健全な育成に努めます。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①妊娠・出産・

育児のケアの

連続性の確保 

妊娠届出時から妊婦アンケートを実施し、地区担当保健

師が相談・対応を行います。 

地区担当保健師によるケアの継続を図るとともに、産科医

療機関との連携を強化します。 

健康福祉課 

②健康相談・育

児教室の充実 

毎月１回赤ちゃんルームを実施し、身体計測や予防接種、

離乳食、育児相談等を行います。 

今後も事業の継続を図るとともに、充実に努めます。 

健康福祉課 

③訪問指導の 

充実 

支援が必要な家族に対し地区担当保健師が随時訪問し、

健康・育児等に関する相談や助言を行います。 

今後も事業の継続を図るとともに、充実に努めます。 

健康福祉課 

④不妊治療への

支援 

不妊治療を行っている夫婦に治療費の一部を助成します

（年に１回、自己負担額の 1／2。上限 5 万円）。 

今後も事業の継続に努めます。 

健康福祉課 
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⑤ 妊婦健診事業 

母体とお腹の中の赤ちゃんの健康を確認し、病気の早期発見と安全な出産のために実施

する健診事業です。 

妊婦健診については、最大 14 回の公費助成を実施し、今後も妊婦の健康管理の向上に

努めます。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 65 人 65 人 63 人 63 人 61 人 

②確保の内容 65 人 65 人 63 人 63 人 61 人 

②－① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 

 

⑥ 乳児家庭全戸訪問事業 

乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育ての不安や悩みを聞くとともに、子育て支援の

情報提供を行うことで、乳児の健全な育成環境の確保を図ります。 

乳児家庭全戸訪問事業については、今後も対象となる乳児のいるすべての家庭を訪問し

ていきます。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 60 人 60 人 58 人 58 人 55 人 

②確保の内容 60 人 60 人 58 人 58 人 55 人 

②－① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 
 



35 

 

⑦ 養育支援訪問事業 

養育支援が必要な家庭（育児ストレスや産後うつ等の問題によって子育てに対して強い

不安や孤立感等を抱えている状態）に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助

言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

養育支援訪問事業については、必要な家庭に対して実施していきます。また、その他要

保護児童等の支援に向け、皆野町要保護児童対策地域協議会の機能強化を図るなど、子ど

もを守る地域ネットワーク機能強化事業に取り組みます。 
 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 15 人 15 人 16 人 16 人 17 人 

②確保の内容 15 人 15 人 16 人 16 人 17 人 

②－① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
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３．地域力の向上 

（１）ワーク・ライフ・バランスを支援する就労環境 

男女がともに能力を発揮して働くことができるよう、仕事と生活のバランスの確保に努

めます。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①育児休業制度

の普及 

育児休業制度の普及に向け、広報誌への情報掲載やパンフ

レットの配布による啓発を行います。 

今後も町ホームページや広報誌を活用した PR を推進しま

す。 

総務課 

②男性の働き方

の見直し促進 

男性を含めたすべての人が仕事と生活のバランスがとれる

働き方を選択することができるよう、広報誌への情報掲載や

パンフレット配布による啓発を行います。 

今後も町ホームページや広報誌を活用した PR を推進しま

す。 

総務課 

③子育て環境に

ついての関心

の喚起 

町民が子育てに関心を持ち、地域住民による見守り体制を

充実するため、広報誌へ子育てに関する情報の掲載やパンフ

レット配布による啓発を行います。 

今後も町ホームページや広報誌を活用した PR を推進しま

す。 

健康福祉課 

 

 

（２）地域教育力の育成 

地域全体が子どもを見守り子育てを行うことができるよう、地域活動や地域人材の育成

を推進します。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①地域活動の 

促進 

地域で子どもを育む活動を促進することができるよう、地

域活動に関する情報提供を行います。 

今後、子育て支援に特化した担当等を決めるなど、より具

体的な事業の推進できるよう検討します。 

健康福祉課 

②地域の人材 

活用と育成 

学校や幼稚園において地域人材を活用した保育、授業を計

画的に実施します。 

引き続き、学校や幼稚園を中心に取り組みを支援し、地域

の支え合いの輪を広げます。 

健康福祉課 
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（３）育児を支えるまちづくり 

本町において安心して子育てができるよう、住環境をはじめ道路環境の改善や、犯罪の

防止等に努めます。 
 

事業名 取り組みと方向性 担当課 

①住環境の整備 

町営住宅の長寿命化を図るため、改修による維持管理に努

めます。 

今後も町営住宅の維持・充実のため、必要に応じて改修を

行い、若年層の定住促進と低所得家庭の支援を図ります。 

建設課 

②道路環境の 

整備 

子どもたちの安全を守るため、歩車道の分離について整備

を進めます。 

今後も通学路を中心に、子育てにやさしい道路環境の整備

を推進します。 

建設課 

③犯罪の防止・

被害者保護の

促進 

日頃から自主防犯活動団体によるパトロール活動を行い、

本町では行政区における自主防犯活動団体の組織率が県内第

１位となっています。平成 26 年 3 月からは児童による見守

り放送を開始し、下校時における防犯体制を強化しています。

また、被害者保護の施策として総合相談窓口を設け、必要に

応じて各種機関と連携をとります。 

今後も家庭・学校・地域・警察など、関係機関と連携を図

り、よりきめ細かい防犯活動を推進します。 

総務課 
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第第５５章章  計計画画のの推推進進にに向向けけてて  
 

１．計画の推進体制 

（１）庁内推進体制 

本計画は、子ども・子育て支援事業計画と次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行

動計画を兼ね備えており、すべての子どもと子育て家庭を対象とした子育て支援を総合的

に推進する計画です。そのため、全庁的に広く連携し、計画を推進していきます。 

 

（２）関係機関・団体との連携 

計画の実現にあたっては、行政だけではなく町全体として、子ども・子育て支援に取り

組むことが求められています。そのため、町内の子育て支援にかかわる、家庭をはじめと

した、保育園、幼稚園、学校、地域、その他関係機関・団体等との連携の強化を図ります。 

 

（３）広域調整や県との連携 

子どもや保護者のニーズに応じて、保育所や幼稚園等の施設、地域子ども・子育て支援

事業等を適切に供給するため、サービスの広域利用など、町の区域を越えた広域的な供給

体制や基盤整備が必要な場合については、周辺市町村や県と連携・調整を図ります。 
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２．計画の進捗管理・評価 

各種施策及び本計画の推進については、実効性を高めるため、関係各課や関連機関、団

体との連携強化を進めるとともに、子ども・子育て支援会議において計画の進捗について

確認する機会を設けるなど、総合的かつ計画的に取り組みます。 

こうした推進の仕組みとして、計画・実行・点検（評価）・見直しのＰＤＣＡサイクルを

活用し、実効性のある取り組みの推進を図ります。 
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